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地方自治プリント 名前

問1 地方公共団体の予算に関する統計において、財政が豊かな東京都には配分されず、地方の多くの県に配分されている資金があります。このよう
に、地方公共団体間の財政力の格差を減らし、どの地域に住んでいても一定の水準の行政サービスを受けられるようにすることを目的に、国か
ら配分される資金を何といいますか。 （2019年 福岡県公立入試 類似）

1. 地方債 2. 国庫支出金 3. 地方交付税交付金 4. ふるさと納税

問2 地方公共団体の仕組みにおいて、予算の編成や執行を行う首長（知事や市町村長）に対し、条例の制定や予算の審議といった地域の意思決定を
行う機関はどこですか。 （2023年 沖縄県公立入試 類似）

1. 地方議会 2. 地方裁判所 3. 教育委員会 4. 行政審査会

問3 ある自治体の歳出の内訳において、全体の14.7％を占めている項目があります。これは、過去に学校や道路などの公共施設を建設する際に「地
方債」として借り入れた借金の元利金を返済するために支出される費用ですが、この項目の名称として適切なものはどれですか。 （2023年

三重県公立入試 類似）

1. 公債費 2. 民生費 3. 土木費 4. 衛生費

問4 日本の地方自治において、それぞれの地方公共団体がその事務について、法律の範囲内で独自に定めることができる「きまり」の名称と、それ
を議決する機関の組み合わせとして正しいものはどれか。 （2020年 鹿児島県公立入試 類似）

1. 名称は「規則」であり、地方公共
団体の長である「首長（知事や市町
村長）」が独断で決定する。

2. 名称は「政令」であり、内閣総理
大臣を中心とした国務大臣で構成さ
れる「内閣」が決定する。

3. 名称は「法律」であり、国民から
直接選挙で選ばれた国会議員で構成
される「国会」が議決する。

4. 名称は「条例」であり、住民から
直接選挙で選ばれた議員で構成され
る「地方議会」が議決する。

問5 地方分権一括法に関連して、地方公共団体が地域の仕事を自主的に決定し実行できるようにするために行われた取り組みとして適切なものを選
びなさい。 （2021年 広島県公立入試 類似）

1. すべての地方事務を国の「機関委
任事務」に統一すること

2. 二元代表制を廃止して議院内閣制
を導入すること

3.
国から地方公共団体への権限の移譲

4. 地方議会の廃止と国会への統合

問6 地方公共団体の歳入において、自治体間の財政格差を是正するために、所得税や法人税といった国税の一定割合を財源として国から配分される
資金を何といいますか。 （2021年 滋賀県公立入試 類似）

1. 地方債 2. 地方交付税交付金 3. 地方譲与税 4. 国庫支出金

問7 日本の地方公共団体が、その地域特有の課題やニーズに対応するために、議会の議決を経て制定する独自の法を何といいますか。 （2022年

栃木県公立入試 類似）

1. 政令 2. 条例 3. 省令 4. 法律

問8 地方自治の仕組みにおいて、住民が首長や議会に対して直接請求を行ったり、地方公共団体の意思決定に直接参加したりする流れが存在します
。このうち、特定の重要な政策課題について住民の意思を直接問う「住民投票」の性質を説明した記述として、最も適切なものはどれか。
（2026年 鳥取県公立入試 類似）

1. 有権者が個別の案件に対して直接
賛成・反対の意思を表明し、地域の
意思決定に反映させる仕組みである
。

2. 住民が地方公共団体の財務会計上
の不正を疑った際に、監査委員に調
査を依頼する仕組みである。

3. 有権者が自分たちの代表者を選出
することで、間接的に地域の政治を
運営させる仕組みである。

4. 条例の制定や改廃を求めるために
、一定以上の署名を集めて首長に請
求を行う仕組みである。

問9 近年、多くの観光客が特定の地域に集中することで発生する「観光公害」が問題となっています。この観光公害によって生じる「生活上のデメ
リット」の具体例として、最も適当なものはどれですか。 （2024年 栃木県公立入試 類似）

1. 観光客へのサービス向上のために
、地域住民が新しい言語や文化を学
ぶ機会が強制的に増やされること。

2. 観光関連の税収が増加することで
、地域の公園や道路などの公共施設
の整備が急速に進むこと。

3. 公共交通機関の混雑により、住民
が通勤や通学のためにバスや電車を
日常的に利用することが困難になる
こと。

4. 観光客向けの土産物店が減少する
ことで、地域の伝統的な産業が衰退
し、失業者が増加すること。

問10 地方自治では、住民が自らの意思を政治に反映させるための仕組みが整えられています。有権者の50分の1以上の署名を集めることで、地方公共
団体の独自の法規である「きまり」の制定や改廃を首長に求めることができる権利の名称と、その「きまり」の名称の組み合わせとして正しい
ものはどれですか。 （2020年 愛媛県公立入試 類似）

1. 知る権利に基づき、憲法の改正を
求める。

2. 直接請求権に基づき、条例の制定
・改廃を求める。

3. 請願権に基づき、政令の制定・改
廃を求める。

4. 参政権に基づき、法律の制定・改
廃を求める。

問11 住民から条例の制定または改廃の請求が有効に行われた際、その請求を受けた地方公共団体の長がとらなければならない対応について述べたも
のとして、最も適切なものを選んでください。 （2026年 栃木県公立入試 類似）

1. 請求内容を都道府県知事または総
務大臣に報告し、承認を得た上で施
行する

2. 請求を受理した後、自らの意見を
付けて議会に付議し、その結果を公
表する

3. 住民の要望に基づき、議会の議決
を経ることなく直ちに条例を制定・
公布する

4. 直ちに住民投票を実施し、その有
効投票の過半数の賛成をもって成立
させる

問12 住民から「条例の制定・改廃」の有効な請求が行われた際、その後の手続きについて述べた説明として、日本の地方自治の仕組みに合致するも
のはどれですか。 （2022年 山形県公立入試 類似）

1. 請求を受けた首長は、議会の審議
を経ることなく、直ちにその条例を
制定しなければならない

2. 署名が有効であれば、議会での審
議は行われず、直ちに住民投票によ
ってその条例の成否が決定される

3. 請求を受けた首長は、その内容を
検討し、拒否権を発動して議会への
提出を差し止めることができる

4. 請求を受けた首長は、必ず議会を
招集し、自らの意見を付けて議会に
付議しなければならない

問13 災害が発生した際、行政による救助や支援が行われるまでの間、自分自身の身を自分で守るために家具を固定したり、家庭で食料の備蓄を行っ
たりする取り組みを何と呼びますか。 （2026年 富山県公立入試 類似）

1. 公的扶助 2. 共助 3. 自助 4. 公助
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答え合わせ・解説
問1 答え 3

地方交付税交付金
地方公共団体が徴収する地方税などの収入は、都市部と地方で大きな差があります。この財政
力の格差を調整し、日本全国どこでも標準的な住民サービス（教育や福祉など）を提供できる
ように、国が一定の基準で配分するのが地方交付税交付金です。使い道が制限されない「一般
財源」である点が、使い道の決まっている国庫支出金との大きな違いです。

問2 答え 1
地方議会

日本の地方自治は、執行機関である「首長」と、議決機関である「地方議会」の両方を住民が
直接選挙で選ぶ二元代表制をとっています。首長が地域を運営するための予算案や条例案を提
出し、それらを審議・議決するのが地方議会の役割です。この相互のチェック・アンド・バラ
ンスによって、地方自治が運営されています。

問3 答え 1
公債費

地方公共団体が大規模な施設建設などのために発行した地方債（借金）を、後年にわたって返
済していくための経費を公債費と呼びます。返済には元金だけでなく利息も含めた「元利金」
が充てられます。選択肢にある民生費は社会福祉、衛生費は保健やゴミ処理、土木費は道路や
公園の整備に関する費用を指します。

問4 答え 4
名称は「条例」であり、住民から直接選挙で
選ばれた議員で構成される「地方議会」が議
決する。

地方自治の本旨に基づき、憲法第94条では地方公共団体が条例を制定できる権能を認めていま
す。条例は、国が定める法律の範囲内において、その地域の実情に合わせた独自のルールとし
て制定されます。地方公共団体の意思決定を行う議決機関である地方議会がこれを定めること
で、住民自治の原則が守られています。

問5 答え 3
国から地方公共団体への権限の移譲

地域の課題は地域住民に近い地方公共団体が解決するという「補完性の原理」に基づき、これ
まで国が持っていた許可権限などを地方に移す「権限の移譲」が進められました。これにより
、地方の創意工夫を活かした街づくりが可能になります。

問6 答え 2
地方交付税交付金

地方公共団体は、地域によって税収の多寡があり、財政力に格差が生じます。この格差を是正
し、日本全国どの地域に住んでいても一定水準の行政サービスを受けられるようにするため、
国がその財源を保障する仕組みです。財源には所得税、法人税、酒税、消費税、地方法人税の
一定割合が充てられています。

問7 答え 2
条例

地方自治の原則に基づき、都道府県や市町村といった地方公共団体が、住民の意志を反映させ
るために議会で制定する法です。憲法第94条により、国の法律に違反しない範囲で、地域の実
情に応じたルールを作ることが認められています。

問8 答え 1
有権者が個別の案件に対して直接賛成・反対
の意思を表明し、地域の意思決定に反映させ
る仕組みである。

地方自治では、選挙によって選ばれた代表者が政治を行う間接民主制が基本ですが、特に重要
な案件については、住民投票によって住民が直接その賛否を明らかにすることができます。こ
れは、住民の意思をより精緻に汲み取るための補完的な制度です。選択肢にある「代表者の選
出」は選挙、「不正の調査」は住民監査請求、「条例の制定請求」は条例制定改廃請求という
別の直接請求制度に該当します。

問9 答え 3
公共交通機関の混雑により、住民が通勤や通
学のためにバスや電車を日常的に利用するこ
とが困難になること。

観光客の急増は、地域住民が日常的に利用するバスや鉄道の混雑を招き、生活の足を奪う原因
となります。このほか、騒音やゴミのポイ捨て、マナー違反なども、住民が感じる代表的な生
活上のデメリットであり、これらを解決するために観光客の分散やマナー啓発などの対策が求
められています。

問1
0

答え 2
直接請求権に基づき、条例の制定・改廃を求
める。

地方公共団体の住民には、地方自治法によって「直接請求権」が保障されています。この権利
を行使することで、住民は地方公共団体の独自のルールである条例の制定や改廃を求めること
ができます。この際、有権者の50分の1以上の署名をもって首長に対して請求を行い、首長は
それを受けて議会に付議しなければなりません。

問1
1

答え 2
請求を受理した後、自らの意見を付けて議会
に付議し、その結果を公表する

条例の制定・改廃請求は「住民が直接条例を作ることができる制度」ではなく、「住民が議会
に対して条例の審議を強制できる制度」です。請求を受けた首長は、必ず議会にその案を提出
（付議）しなければなりませんが、その際には首長自身の意見を添えることが義務付けられて
います。最終的にその条例を成立させるかどうかは、議会での審議と議決によって決定されま
す。

問1
2

答え 4
請求を受けた首長は、必ず議会を招集し、自
らの意見を付けて議会に付議しなければなら
ない

条例の制定・改廃請求は住民の意思を直接反映させるための直接請求権の一つですが、日本は
間接民主制（議会制民主主義）を基本としているため、最終的な決定は議決機関である議会に
委ねられます。そのため、首長は住民から請求があった場合、これを拒否することはできず、
必ず議会にかけなければなりません。その際、首長は執行の責任者として、その請求に対する
賛成や反対、あるいは修正案などの意見を添えて議会に提出（付議）する義務があります。

問1
3

答え 3
自助

自分の身を自分で守る取り組みは「自助」と呼ばれます。大規模な災害時には、道路の寸断な
どで行政の救助がすぐに届かない可能性があるため、日頃から家具の転倒防止器具を設置した
り、避難訓練に参加して備えることが重要とされています。


